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 [開催案内]   ９件 

[10] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係：１件   ◇新化学物質、化学物質新利用技術等：１件   ◇その他：１件 

[付録] 
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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇大麻リキッド 中毒性高く警戒を 強い毒性、手軽さ危険 大麻リキッド、県内でも押収＜中日新聞 2020年

10月 26日＞ 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・消費生活用製品の重大製品事故:リコール製品で負傷事故等(電動アシスト自転車用バッテリー、電動アシスト

自転車、自転車) 

＜消費者庁 2020年 10月 27日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/021813/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms202_201027_01.pdf 

特記事項: 

• パナソニック サイクルテック株式会社が製造した電動アシスト自転車用バッテリー(「電動アシスト自転車」

として公表)のリコール(無償製品交換) 

• ヤマハ発動機株式会社が販売した電動アシスト自転車のリコール(無償点検、改修) 

• ブリヂストンサイクル株式会社が販売した自転車のリコール(無償点検、改修) 

１．ガス機器・石油機器に関する事故：該当案件なし 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故：６件 

  （うち電動アシスト自転車２件、除湿機１件、自転車３件） 

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故：５件 

  （うち温水洗浄便座１件、電気冷凍庫１件、発電機（携帯型）１件、 

  食器洗い乾燥機（ビルトイン式）１件、ミニコンポ１件） 

-------------------- 

◇事故、事件の続報 

・大量リコール必至のシートベルト品質不正 3つの過ち 再燃した品質不正問題 

「取引が切れるなら、自動車メーカーはそうしたいはずだ。タカタ時代にエアバッグで 1度大きな嘘をつかれて

いる。とても信用できない」（トヨタ自動車出身のある技術者）──。ジョイソン・セイフティ・システムズ・ジ

ャパン（JSSJ、旧タカタ）が造るシートベルトで品質不正が発覚した。今後、大規模リコールに発展する可能性

は極めて高い。＜日経新聞 2020年 10月 27日＞ 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・料理配達中の事故防止求める通知<NHK 2020年 10月 27日＞ 

---------- 

・11月は製品安全総点検月間です 

＜経済産業省 2020年 10月 26日＞ 
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https://www.meti.go.jp/press/2020/10/20201026002/20201026002.html?from=mj 

---------- 

・中京大元教授の解雇は無効と判決 名古屋地裁、慰謝料は棄却 

 中京大（名古屋市）の総合政策学部長だった羅一慶元教授（53）が不当に懲戒解雇されたとして、大学を運営

する学校法人梅村学園に地位確認などを求めた訴訟の判決で、名古屋地裁は 26日、「処分は解雇権の乱用」と判

断して解雇を無効とし、未払い賃金約 5300万円の支払いを命じた。慰謝料の請求は棄却した。  

 判決によると、学園は、羅氏が 13年 8月から 1年間の韓国・延世大での在外研究期間中、半年間無断でハワイ

大に滞在したほか、学生の個人情報が入ったパソコンを紛失したり入学試験を欠勤したりしたとして、16年 7月

に解雇した。＜共同通信 2020年 10月 26日＞ 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・福島事故「東電は責務果たさず」 柏崎抱える新潟県の技術委報告書＜共同通信 2020年 10月 26日＞ 

・[韓国] 処理水放出への反対強まる、韓国 議会や NGO、「海洋生態被害」＜共同通信 2020年 10月 26日＞ 

-------------------- 

[大震災対策] 

・製油所の地震対策不十分、検査院 最大規模想定せず＜共同通信 2020年10月26日＞ 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者の発生について（空港検疫）  

＜厚生労働省 2020年 10月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=s0qyb4w5CGoDcaAhY 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和２年 10月 27日版） 

＜厚生労働省 2020年 10月 26日＞  

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14466.htmlhttps://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14466.html 

・国内の発生状況について更新しました 

＜厚生労働省 2020年 10月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=G-IaxySRoMKr2QeJY 

・国内の発生状況など 

＜厚生労働省 2020年 10月 27日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/kokunainohasseijoukyou.html 

・新型コロナウイルス感染症に関する報道発表資料（発生状況、国内の患者発生、海外の状況、その他）を更新

しました 

＜厚生労働省 2020年 10月 27日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00086.html 

・新型コロナウイルスに関連した患者等の発生について(10月26日各自治体公表資料集計分) 

＜厚生労働省 2020年 10月 27日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14454.html 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・世界の新規感染者、３日連続で過去最多更新…イタリアは移動自粛強く促す＜読売新聞 2020年 10月 27日＞ 

・国内感染者９万７９３０人 １週間で４０００人増―新型コロナ＜時事通信 2020年 10月 26日＞ 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・接触確認アプリ利用者向けＱ＆Ａを更新しました 

＜厚生労働省 2020年 10月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=_wb-I8B1RCZPPe5tY 
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・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA) のお知らせを更新しました 

＜厚生労働省 2020年 10月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=k2qST6wZKEojUYkBY 

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA) COVID-19 Contact-Confirming Application 

＜厚生労働省 2020年 10月 27日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/cocoa_00138.html 

・自治体・医療機関向けの情報一覧（事務連絡等）（新型コロナウイルス感染症） 

＜厚生労働省 2020年 10月 27日＞ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

---------- 

◇治療薬、検査薬等 

・コロナワクチン迅速接種へ法改正 原則無料、努力義務も＜共同通信 2020年 10月 27日＞ 

・英アストラゼネカのワクチン、高齢者にも効果 FT報道＜日経新聞 2020年 10月 27日＞ 

・カイコ活用の抗体検査キット開発 九州大発のベンチャー＜共同通信 2020年 10月 26日＞ 

---------- 

◇大学等関係 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【北海道～東京】（10/23更新） 

＜大学プレスセンター 2020年 10月 23日 > https://www.u-presscenter.jp/article/post-43243.html 

・各大学の「新型コロナウイルス感染症」の対応について【神奈川～九州・沖縄】（10/21更新） 

＜大学プレスセンター 2020年 10月 21日 > https://www.u-presscenter.jp/article/post-43302.html 

---------- 

・コロナ禍で生徒一斉転校へ、兵庫 私立高、影響拡大懸念も＜共同通信 2020年 10月 26日＞ 

・兵庫・姫路の私立高休校に コロナで新入生確保できず 在校生は三重の系列校へ＜産経ニュース 2020年 10

月 26日＞ 

・文科相「学校冬休み延長求めず」＜NHK 2020年 10月 27日＞ 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・感染防止ステッカーに「点検済」＜NHK 2020年 10月 27日＞ 

・｢次はもう効かない…｣民間臨調が迫った新型コロナ｢日本モデル｣の功罪＜PRESIDENT Online 2020年 10月 26

日＞ 

・なぜペーパータオル使用中止？「空間除菌」「2m以上離れたパーテーション」コロナ「謎対策」生まれるワケ

＜withnews 2020年 10月 26日＞ 

********************************************************************************************* 

[3] 日本産業規格（厚生労働省、厚生労働省・経済産業省、経済産業省・国土交通省、国土交通省） 

   [官報] 令和 2年 10月 26日 号外 第 223号 46～49頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201026/20201026g00223/20201026g002230046f.html 

 ―関係分のみ― 

   [官報] 令和2年10月26日 号外 第223号 47頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201026/20201026g00223/20201026g002230047f.html 

令和 2年 10月 26日に下記の日本産業規格を確認したので、産業標準化法（昭和 24年法律第 185号）第 19条

の規定に基づき公示する。なお、下記の日本産業規格（まえがきを除く。）中「日本工業規格」を「日本産業規格」

に改める。 

令和 2年 10月 26日 

厚生労働大臣  田村 憲弘  

経済産業大臣  梶山 久志  

記 

確認された日本産業規格 

（日本産業標準調査会審議） 
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化学防護服防護服材料の耐透過性試験 T8030 

化学防護服防護服材料の加圧下における耐液体浸透性試験 T8031 

化学防護服完成品の試験方法―第 1部：ガス気密性の求め方(内部圧力試験) T8032-1 

化学防護服完成品の試験方法―第 2 部：エアロゾル及び気体の漏れ率の求め方(内部への漏れ率

試験) 

T8032-2 

化学防護服完成品の試験方法―第 3部：液体ジェットに対する耐浸透性の求め方(ジェット試験) T8032-3 

化学防護服完成品の試験方法―第 4部：液体スプレーに対する耐浸透性の求め方(スプレー試験) T8032-4 

化学防護服完成品の試験方法―第 5部：液体スプレーに対する耐浸透性の求め方(マネキン試験) T8032-5 

防護服機械的特性材料の突刺及び動的引裂に対する抵抗性試験方法 T8050 

防護服―機械的特性―突刺抵抗性試験方法 T8051 

防護服機械的特性鋭利物に対する切創抵抗性試験方法 T8052 

血液及び体液の接触に対する防護服―防護服材料の血液及び体液に対する耐浸透性の求め方―

人工血液を用いる試験方法 

T8060 

血液及び体液の接触に対する防護服―防護服材料の血液媒介性病原体に対する耐浸透性の求め

方-Phi-X174パクテリオファージを用いる試験方法 

T8061 

感染性物質に対する防護服フェースマスク人工血液に対する耐浸透性試験方法(一定量，水平噴

出法) 

T8062 

安全靴・作業靴の耐滑試験方法 T8106 

化学防護服 T8115 

化学防護手袋 T8116 

化学防護長靴 T8117 

防護服ハンドナイフによる切りきず及び刺しきずを防護するためのエプロン，ズボン及びベスト T8120 

防護服ーハンドナイフによる切創及び突刺しきずを防護するための手袋及びアームガード－第 1

部：鎖かたびら手袋及びアームガード 

T8121-1 

防護服ーハンドナイフによる切創及び突刺しきずを防護するための手袋及びアームガード－第 3

部：布はく，皮革その他の材料の衝撃切創試験 

T8121-3 

生物学的危険物質に対する防護服 T8122 

固体粉じんに対する防護服―第 1部：浮遊園体粉じん防護用密閉服(タイプ 5化学防護服)の性能

要求事項 

T8124-1 

手持ちチェーンソー使用者のための防護服―第 4部：手袋の試験方法及び要求性能 T8125-4 

手持ちチェーンソー使用者のための防護服―第 5部：脚半の試験方法及び要求性能 T8125-5 

手持ちチェーンソー使用者のための防護服―第 6部：上半身防護服の試験方法及び要求性能 T8125-6 

産業用ヘルメット T8131 

********************************************************************************************* 

[4] 廃棄物関係 

◇低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の無害化処理に係る大臣認定について（北海道電力ネットワーク株式会社） 

＜環境省 2020年 10月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/108570.html 

---------- 
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◇低濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の無害化処理に係る大臣認定について（株式会社かんでんエンジニアリング） 

＜環境省 2020年 10月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/108569.html  

********************************************************************************************* 

[5] 温暖化対策関係 

◇首相「温室ガス 2050年ゼロ」＜時事ドットコム 2020年 10月 26日＞ 

---------- 

◇脱炭素、やっと宣言 パリ協定、孤立回避＜毎日新聞 2020年 10月 27日＞ 

---------- 

◇脱炭素へ大競争時代 中国は水素奨励、欧州は新税検討＜日経新聞 2020年 10月 27日＞  

---------- 

◇再生エネ導入促進へ法改正 環境省、温室ガス削減＜共同通信 2020年 10月 26日＞  

********************************************************************************************* 

[6] 環境安全関係 

◇（仮称）秋田県由利本荘市沖洋上ウィンドファーム事業に係る計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見の提

出について 

＜環境省 2020年 10月 27日＞ http://www.env.go.jp/press/108580.html 

---------- 

◇在日米軍への環境法令適用を拒否 米大使館、公文書館の史料で判明＜共同通信 2020年 10月 27日＞ 

********************************************************************************************* 

[7] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇中長期の CO2削減目標に向けた中小企業の取組を支援します 

＜環境省 2020年 10月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/108598.html 

-------------------- 

[公募結果、意見募集結果] 

◇中小企業の中長期の削減目標に向けた取組可能な対策行動の可視化モデル事業に係る対象事業者の採択につい

て 

＜環境省 2020年 10月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/108596.html 

********************************************************************************************* 

[8] その他省庁発表 

◇地方公務員等共済組合法施行規程の一部を改正する命令（内閣府・総務省・文部科学省令第 2号） 

   [官報] 令和 2年 10月 26日 号外 第 223号 1～5頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201026/20201026g00223/20201026g002230001f.html 

---------- 

◇国家公務員共済組合法施行規則等の一部を改正する省令（財務省令第 67号） 

   [官報] 令和 2年 10月 26日 号外 第 223号 5～10頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201026/20201026g00223/20201026g002230005f.html 

---------- 

◇私立学校教職員共済法施行規則及び私立学校教職員共済法施行規則等の一部を改正する省令の一部を改正する

省令（文部科学省令第 38号） 

   [官報] 令和 2年 10月 26日 号外 第 223号 11～16頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20201026/20201026g00223/20201026g002230011f.html 

---------- 

◇世界各国に留学中の日本人学生の皆さんへ（10月26日更新） 

＜文部科学省 2020年10月27日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afvMacu5e17CdFbH 
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---------- 

◇海外に派遣中・派遣予定であった日本人学生の皆さんの奨学金の取扱いについて（10月26日現在） 

＜文部科学省 2020年10月27日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afvMacu5e17CdFbI 

---------- 

◇留学を予定・考えていた日本人学生の皆さんへ（10月26日更新） 

＜文部科学省 2020年10月27日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afvMacu5e17CdFbJ 

********************************************************************************************* 

[9] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・第 10回職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会（ペーパーレス）を開催します  11月６日 

＜厚生労働省 2020年 10月 26日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=6RDoNdZjUjBZK_B7Y 

（１）職場における化学物質等の管理のあり方について 

（２）その他 

・薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会資料（オンライン会議）   10 月 28 日 

＜厚生労働省 2020年 10月 27日＞ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14425.html 

（１）食品中の残留農薬等に係る残留基準設定について 

・動物用医薬品オクスフェンダゾール、フェバンテル及びフェンベンダゾール 

・農薬エタボキサム 

・農薬チオキサザフェン 

・農薬フェンブコナゾール 

・農薬プロクロラズ 

（２）その他 

・中央環境審議会水環境部会陸域環境基準専門委員会(第 17回)について   11月４日、WEB会議 

＜環境省 2020年 10月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/108547.html 

（１）水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準の水域類型の指定の見直しに係る報告案について 

（２）その他 

・第 4期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会（第 1回）の開催について 

   10月 30日、WEB会議 

＜文部科学省 2020年 10月 26日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/afvKacu454kbkVbK 

1. 座長、座長代理の選任等について 

2. 国立大学法人運営費交付金を取り巻く状況について 

3. 有識者からのヒアリング及び自由討論 

4. その他 

・持続可能な開発目標（SDGs）ステークホルダーズ・ミーティング兼 SDGs推進本部円卓会議環境分科会の開催に

ついて   11月９日 

＜環境省 2020年 10月 27日＞ http://www.env.go.jp/press/108601.html 

・令和２年度「体験の機会の場」と連携した環境教育の研修「『地域と共に築く循環型社会』～地域の資源を生か

した環境教育」の開催について   11月 11日、高知市 

＜環境省 2020年 10月 26日＞ https://www.env.go.jp/press/108594.html 

・「オンラインゲームに関する消費生活相談員向けマニュアル作成に係るアドバイザー会議」の開催について 

   第 1回アドバイザー会議、10月 30日、オンライン 

＜消費者庁 2020年 10月 27日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/021783/ 

オンラインゲームに関する消費生活相談の件数は、増加傾向にあります。相談内容としては特に未成年者からの

課金に関する相談が多く、2009年度は契約当事者が 20歳未満の相談は 4分の 1程度でしたが、2019年度では半

数以上が 20歳未満からのものであり、小学生 40%、中学生 40%、高校生 15%と低年齢化が進んでいます。それら
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の背景には、ゲーム依存が疑われるものが存在するのではないかと考えられます。 

これを受け、消費者庁では、ゲーム依存に関する相談が本人や家族から寄せられた際に医療機関や自治体などの

適正な窓口につなぐなどのためのオンラインゲームに関する消費生活相談員向けのマニュアルを作成して相談員

に配布することとし、マニュアルを作成するに当たり第三者的な観点からマニュアル内容の適正化を図るために、

有識者に助言を仰ぐ会議を開催することといたしました。 

********************************************************************************************* 

[10] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・東京でインフル激減、2517人→2人 RS、手足口も＜朝日新聞 2020年 10月 26日＞ 

-------------------- 

◇新化学物質、化学物質新利用技術等 

・乳がん、0.5ミリ未満でも電磁波で識別 阪大など成功＜朝日新聞 2020年 10月 26日＞ 

-------------------- 

◇その他 

・日立、社内押印を廃止へ 紙使用削減も強化＜共同通信 2020年 10月 26日＞ 

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇日本学術会議 任命拒否問題 

○マスコミ報道 見出し 

・菅首相 日本学術会議「会員一部大学に偏り 多様性の確保必要」＜NHK 2020年 10月 27日＞ 

・任命拒否で首相「大学に偏り」 具体理由は語らず＜共同通信 2020年 10月 26日＞ 

・学術会議に菅首相「民間出身者や若手会員が極端に少ない」…組織全体の見直し訴える＜読売新聞 2020年 10

月 26日＞ 

・任命拒否、０４年「想定外」 学術会議人事、政府文書に明記＜毎日新聞 2020年 10月 27日＞ 

・04年政府文書「首相の任命拒否想定しない」 学術会議、現行の推薦方式導入時に＜毎日新聞 2020年 10月

26日＞ 

・「総合的、俯瞰的は意味不明の官僚用語」＜毎日新聞 2020年 10月 26日＞ 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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